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弊行のご紹介

Section １
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取
組

DBJの地域への取組について
地域課題にフォーカスし、「実効性を意識した課題解決」を指向

•少子高齢化等による地域経済縮小
•生産年齢人口減､若年女性人口減

人口減少加速への対応

人的資本関連

•地方財政の悪化
•その中でのインフラ老朽化
•自然災害の頻発

社会資本関連

地域産業衰退等への対応

•大企業等の生産現場の海外移転
•中小企業等の生産性向上投資不足
•事業再編等に繋がるM&Aの不足

産業資本関連

地方財政悪化、インフラ老朽化
自然災害頻発への対応

•交流人口増の必要性
•生産性向上等必要性

•地域発イノベーション創出等必要性 •民間ノウハウ･資金活用等の必要性

多様な地域形成
脱炭素 スポーツ・観光

ＰＦＳ・ＳＩＢ

森林
•人口動態分析
•地域価値指標試作 •脱炭素ロードマップ作成

•スポーツ産業統計
•スポーツ政策提言
•スポーツ産業市場形成

•プラットフォーム運営
•案件組成支援

•森林価値整理分析
•森林×インパクト評価等

地
域
課
題

情報発信

ナレッジ
提供
プロジェク
ト創生
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森林経営管理制度について

Section ２
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 小規模零細
 所有者・境界不明
 所有者の経営意欲低下
 後継者不足
 立木売価で再造林費用を賄えず

 荒廃・植生遷移による多面的機能（国
土保全・災害防止機能、生態系・生物
多様性保全機能、水源涵養機能等）の
棄損

 便益のフリーライドによる森林所有者管
理・経営の負担

集約管理の必要性

森林経営管理制度導入（2019年から森林経営管理法制定）

経済林の課題 非経済林の課題

森林経営管理制度導入の背景

 森林所有者の情報を良く把握しておりかつ信頼できる主体として市
町村へ管理を委託

 集約管理することで、立木の伐採や販売を合理化、山元への収益
還元を促進

 経済的に成り立たない森林についても行政主導で管理・保全



6

or

森林経営管理制度の概要

従前

所有者

自ら管理・経営

所有者

委託

林業事業者

管理・経営

新たな制度を追加

所有者

経営管理権の設定
（意向・申出）

市町村

経営管理意向調査

林業経営に適した森林 自然条件に照らして林業経
営に適さない森林

※所有者不明森林に対
しての特別措置あり

経営管理権実施権再設定

※経営管理権集積計画

※民都道府県が民間事業者公募・公表

意欲と能力のある
林業経営者

管理・経営 ※経営管理実施権配分計画

市町村自らが
管理

 森林所有者による管理・経営が困難となった森林について、所有者の意向があれば、市町村に経営管理を委託することが
可能に。

（出所）林野庁資料をもとにDBJ作成
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森林経営管理制度の課題

出所︓林野庁資料

【森林経営管理制度のフロー】
 従来の公有林に加え、自治体が
管理すべき森林が増加

 また制度の各段階「意向調査」
「集積計画策定」「森林整備実
施」などで、膨大かつ長期にわたる
マンパワーと、ノウハウ、資金が必
要

自治体の負
担の増加

推進体制構
築の限界

 管理すべき森林を多く有する自治体では、人員不足などを背景に自治体独自の運営をスムーズに
行うのがむずかしい状況

官民連携
の検討

 民間のノウハウとイノベーションの効率的活用の必要性
 官民連携手法の一つであるPFS/SIBスキーム導入が有効である可能性
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PFS/SIBとは

Section ３
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 ヒト・モノ・カネにまつわる社会課題が複雑化する中で、行政コストの削減と社会課題の解決の両立を目指す仕組みとして
生み出されたものがPFS/SIB

 PFSとは、事業の民間委託等により、①行政コストを抑えながら社会課題の解決を図り、②予め設定した事業の成果指標
の達成度合いに応じて行政から対価が支払われる官民連携手法

 このうち、特に民間事業者が金融機関等から資金調達し、行政からの報酬で返済するものがSIB

PFS/SIBスキーム
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PFS/SIBの特徴

１

２

３

成果を達成することに対し、民間事業者にインセンティブを付与することによる、民間のノウハウ、イノベーション
効率的活用の促進

ロジックモデルの作成

費用対効果の向上

成果指標の設定にあたっては、ロジックモデルを作成し、どのような効果を狙った事業なのか、どの事業内容を改善す
べきかを明確化
インプット アクション アウトプット アウトカム

ヒト・モノ・カネ インプットを用いて提供する
具体的な活動

活動によってもたらされた定量的
な結果（短期的な成果）

事業によって創出される変化・効果
「社会的インパクト」とも呼ばれる。

EBPMとの親和性
指標の設定、モニタリング、成果の評価等の各段階において、エビデンスを活用するため、スキーム自体に
EBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング︓証拠に基づく政策立案）が組み込まれているといえる。
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PFS/SIBに関する政府動向

出所︓内閣府「成果連動型民間委託契約方式共通的ガイドライン」よりDBJ作成

 SIB発祥の地であるイギリスでは再犯防止分野での組成を契機に、就
労支援・ヘルスケア等、様々な領域に拡大

 日本では、2015年頃から経済産業省を中心にヘルスケア分野において
案件組成・検討を推進

 2019年、内閣府に成果連動型事業推進室（PFS室）が設置。以降、
重点領域（医療・健康、介護等）を中心に組成拡大

重点３分野の事例を蓄積しつつ、他分野（就労支援、まちづくり、環境など）に横展開
社会課題の解決というPFS導入の本来の目的に照らし、「先導的なPFS事業」の形成を促進

今後の方針

現在までの動き

名称 補助対象 満たすべき要件

成果連動型民間
委託契約方式推
進交付金

先
導
案
件

事例の蓄積が進んでい
る領域

 アウトプット指標だけでなく、アウトカム指標に連動した成果支払の設定
 複数年度事業
 公募または一般競争入札など民間のノウハウを広く取り入れる手続きがある
 専門家による助言・監修を受けている
 対象群を設定するなど、厳密な評価の実施
 行財政効果を含む社会的便益等のデータに基づいた推定
 5,000万円以上の事業規模

 成果連動部分
補助率︓2分の1
上限額︓4,000万円

 ファイナンス部分（SIBにおける経費部分）
補助率︓10分の10
上限額︓500万円

事例の蓄積が今後期
待される領域

 アウトプット指標だけでなく、アウトカム指標に連動した成果支払の設定
 複数年度事業
 公募または一般競争入札など民間のノウハウを広く取り入れる手続きがある
 専門家による助言・監修を受けている
 モデル性の高い成果指標を設定している

 成果連動部分
補助率︓3分の2
上限額︓5,000万円

 中間支援部分（中間支援組織委託経費）
補助率︓10分の10
上限額︓1,000万円または総事業費の1割の低い方

 ファイナンス部分（SIBにおける経費部分）
補助率︓10分の10
上限額︓500万円

出所︓内閣府「国内におけるPFS事業の取り組み状況について」（令和5年5月
25日）よりDBJ作成
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森林経営管理制度に関する業務への導入可能性

Section ４
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森林管理におけるPFS/SIBスキーム（案）

(株)日本政策
投資銀行

スキーム構築支援

サービス提供者

サービス対象者

〈スキーム図〉

中間支援組織（間接型）森
林整備支援業務受託団体

市町村

森林
所有者

森林組合・
素材生産者

林業経営者
以外

※基金、財団、SPC等

⑤サービス提供

①業務委託
国

都道府県

※行政自らが行う場合もあり
⑥成果の評価

⑦成果払い

⑧成果払い

資金提供者

※金融機関、地域企業、
地域住民等②資金提供

⑧成果払いに応じた返済

SIB
PFS

※森林経営管理制度に関する業務のほか、
事業者のコーディネート、マネジメント等

③業務実施

森林環境
譲与税

支援

第三者評価機関

⑥評価結果
の報告 ※測量、林業コンサル、森林施業等

※※林業適地における再委託契約（経営管理
実施権）は市町村・サービス提供者間で締結

④再委託

（出所）各資料をもとにDBJ作成

森林環境譲与税

 市町村は、中間支援組織（森林整備支援業務受託団体）に森林経営管理制度に関する業務を委託（成果連動型）
 中間支援組織は、森林経営管理制度に関する業務を行う他、下刈り、間伐、搬出等の実際の森林施業については、サー
ビス提供者（林業事業者、森林組合等）委託、この際事業者の選定、マッチング、施業計画策定、モニタリング等の業務
を統括・マネジメント

 SIBの場合は、地銀等の資金提供者から資金調達
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森林経営管理制度とPFS/SIBの親和性

１

２

３

森林施業は専門的な知見や、経験を必要とする業務であり、民間のノウハウの効果的な活用が望まれる

ロジックモデルの作成

費用対効果の向上

森林整備には長期的な体制構築が必要である点、中期・長期アウトカムの実現へ向け、複数年度契約を前提と
するPFS/SIBスキームとは親和性が高い
インプット アクション アウトプット アウトカム

ヒト・モノ・カネ 意向調査、森林整備、所有者
不明林調査 etc

意向調査件数
施業面積、
所有者特定林分数 etc

森林関連ビジネス創出、活性化
水源涵養機能向上
山元への利益還元 etc

EBPMとの親和性
2024年度からの森林環境税の賦課に向け、森林環境譲与税の使途についての、住民等への説明責任が
強く求められることが想定される。
直接的な事業効果だけでなく、環境や、地域経済に与えるインパクト、長期的アウトカムを示すことで住民
の理解を得ることが期待できる。
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